様式第１号（第２関係）
交付申請書チェック表
	申請者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の職・氏名）
	


	補助事業を実施する施設の名称
	

	補助事業を実施する施設の所在地
	



	提出書類
	☑欄

	１
	交付申請者の登記事項証明書（現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書）
※申請者が法人の場合に必要　※交付申請日時点で、発行日が３か月以内のものに限る
	

	２
	交付申請者の住民票の写し
※申請者が個人の場合に必要　※交付申請日時点で、発行日が３か月以内のものに限る
※マイナンバー（個人番号）が記載されていないものに限る
	

	３
	県税に未納がないことの証明書
※交付申請日時点で、発行日が３か月以内のものに限る
	

	４
	補助対象者要件等に関する誓約書（様式第２号）
	

	５
	補助対象設備（高効率設備（太陽光発電設備を併せて導入する場合を含む））を設置する建物の平面図及び当該設備の設置予定場所が分かる図面
※補助対象設備vを複数種類設置する場合は、図面上で設備の種類、型番等が判別できるよう作成すること
	

	６
	従前の設備の設置位置が分かる図面
※従前の設備を更新する場合に限る
	

	７
	補助対象設備（高効率設備（太陽光発電設備を併せて導入する場合を含む））のカタログ、仕様書等の写し（設備の仕様が分かる書類）
	

	８
	省エネ診断等による事業活動に伴う温室効果ガス排出量の把握結果が分かる書類
	

	９
	補助対象設備（高効率設備（太陽光発電設備を併せて導入する場合を含む））が要綱の要件を満たすことを証する書類
※高効率空調機器又は高効率給湯機器の場合は、「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック」（環境省）等により省CO2効果を算定した書類を提出すること
※高機能換気設備、高効率照明機器、コージェネレーションシステム又は太陽光発電設備の場合は、要綱別表第１に定める要件に適合することが分かる仕様書、計算書その他の書類を提出すること
	

	10
	温室効果ガス排出量の削減に係る計画（脱炭素計画書）
①事業活動に伴う温室効果ガス排出量の削減目標
②実行する温室効果ガス排出量削減策
③社内における推進体制　
※申請時点で脱炭素計画書が未策定の場合、完了実績報告時に提出すること
	

	11
	補助対象設備（高効率設備（太陽光発電設備を併せて導入する場合を含む））の設置前又は改修前の状況が確認できる写真（カラーのもの）
	

	12
	工程表
	

	13
	ふくしま産業育成資金（カーボンニュートラル枠）を活用する場合は、その活用が確認できる書類
	

	14
	費用の総額及び内訳が分かる見積書の写し
※交付申請日時点で、有効期限内であること
	

	15
	預金通帳等の写し（振込先口座が確認できる書類）
	

	16
	その他知事が必要と認める書類
	


本件責任者及び担当者
責任者氏名
担当者氏名
連絡先

様式第２号（第２関係）

　令和　　年月日
　福 島 県 知 事

住所　　　　　　　　　　　　 
氏名　　　　　　　　　　　　
（法人の場合は名称及び代表者の職・氏名）

補助対象者要件等に関する誓約書
当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金の交付申請に当たり、また、補助事業の実施期間内及び完了後において、下記の事項について相違ないことを誓約いたします。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
記
１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該当しません。
２　会社更生法（平成14年法律第154号）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき、更生手続開始又は民事再生手続開始の申立てがなされている者ではありません。
３　コンソーシアムが実施する県内企業の脱炭素化の取組に関する広報活動等に協力することに同意します。
４　政治活動及び宗教活動を事業目的としていません。
５　公序良俗に反することを事業目的としていません。
６　公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断されること（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に基づく規制の対象となる事業）を事業目的としていません。
７　役員（支店又は常時契約を締結する事務所の代表者その他経営に実質的に関与している者をいう）は、令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付要綱別表２に定める暴力団排除等に関する要件に該当しません。


様式第３号（第３関係）

実績報告書チェック表
	申請者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の職氏名）
	


	補助事業を実施する施設の名称
	

	事業内容
	



	提出書類
	☑欄

	１
	契約書の写し
	

	２
	補助対象設備（高効率設備（太陽光発電設備を併せて導入する場合を含む））の設置後又は改修後の状況が確認できる写真（カラーのもの）
	

	３
	請求書の写し
	

	４
	支払いが確認できる書類の写し
	

	５
	補助対象設備の納品書、検収書、引渡書その他設置完了が確認できる書類の写し
	

	６
	導入した補助対象設備（高効率設備（太陽光発電設備を併せて導入する
場合を含む））の型番、仕様等が確認できる書類（納品書、保証書、仕様書等）
	

	７
	太陽光発電設備を導入した場合は、当該設備の出力及び発電量計測機器の設置が確認できる書類
	

	８
	ふくしま産業育成資金（カーボンニュートラル枠）を活用した場合は、当該資金の活用実績が確認できる書類
	

	９
	温室効果ガス排出量の削減に係る計画（脱炭素計画書）
①事業活動に伴う温室効果ガス排出量の削減目標
②実行する温室効果ガス排出量削減策
③社内における推進体制
※申請時点で未提出の場合
	

	10
	その他知事が必要と認める書類
	


本件責任者及び担当者
責任者氏名
担当者氏名
連絡先


様式第４号（第６関係）

　令和　　年月日
  　福 島 県 知 事

住所
氏名
（法人の場合は名称及び代表者の職・氏名）

取得した設備等の増設（改修、移転、更新等）届
  令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金で取得した設備等について、下記により増設（改修、移転、更新等）したいので届け出ます。
記
１　増設等の理由

２　設備等の概要
　（名称、形式、数量、事業実施主体、事業費、補助金額及び補助率、耐用年数）

３　取得年度

４　増設等の計画及び事業費等

５　本件責任者及び担当者
責任者氏名
担当者氏名
連絡先


様式第５号（第７関係）

　令和　　年月日
  　福 島 県 知 事

住所
氏名
（法人の場合は名称及び代表者の職・氏名）

取得した設備等の災害報告書
  令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金で取得した設備等が、下記のとおり被災したので報告します。
記
１　設備等の概要
　（名称、形式、数量、事業実施主体、事業費、補助金額及び補助率、耐用年数）

２　取得年度

３　災害の概要
(1) 災害の種類

(2) 被災年月日

(3) 災害の程度

(4) 被害見積価格（復旧可能なものにあっては復旧見込み額）

４  本件責任者及び担当者
責任者氏名
担当者氏名
連絡先

